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【コロナ禍における原油価格・物価高騰対策関連】
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予算規模 ７億９，８０３万８千円（補正後予算額１，２０７億７，５７６万７千円）

○歳出予算の補正

• 公共交通事業者への事業継続支援金 交通政策課 34,000千円

• 認可外保育施設における給食食材費等高騰対策 こども政策課 4,775千円

• 民間保育所等における給食食材費等高騰対策 保育課 16,995千円

• 公立保育所における給食食材費等高騰対策 保育課 6,588千円

• 事業者向け再生可能エネルギー設備設置補助 環境政策課 6,000千円

• 農業者等への農業経営継続支援金 農政課 105,686千円

• プレミアム付電子商品券の発行 産業振興課 438,600千円

• 学校給食における給食食材費等高騰対策 学校給食課 53,732千円

• 水道事業会計への補助（水道料金基本料金の免除） 財政課 131,662千円

※補正財源として新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用しています。
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コロナ禍において、原油価格や物価高騰の影響を受けた市内商店等の販売促進を
図るとともに、市民の消費生活を支えるためプレミアム付電子商品券を発行します。

担当部署：産業観光部産業振興課

• 非接触型の電子商品券とすることで、コロナ禍における感染リスクの軽減も期待できます。
• 商品券の使用期間としては、令和４年１１月頃から令和５年２月までを予定しています。

【発行総額等】 １０万口 １３億円（内プレミアム分３億円）

【販売額等】 １口 １０，０００円（電子商品券額面 １３，０００円）

【券種内訳】 １口当たり ・共通券（１０，０００円分） ‥ 全加盟店舗で使用可能

・専用券（ ３，０００円分） ‥ 中小規模店舗でのみ使用可能

【電子商品券】 ・スマートフォン読み取り型 ‥ ６万口（予定）

・ＱＲコードを印刷したカード型 ‥ ４万口（予定）

【購入可能口数】 １人３口まで（市内在住者に限る）

スマートフォン
読み取り型

利用者が店頭に設置し
てあるＱＲコードを読み
取り決済を行います。

【利用イメージ】 電子商品券の種類に応じた対応となります。

 利用者読み取り方式（想定） 
＿

 加盟店読み取り方式（想定） ＿

加盟店が利用者の

ＱＲコードを読み取り
決済を行います。

ＱＲコードを印刷
したカード型
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食材費等の高騰の影響を受ける小・中学校や公立保育所、民間保育所等の給食
について、これまでどおりの質や量を保った給食の提供ができるよう対応します。

担当部署：学校教育部学校給食課

• 小・中学校及び特別支援学校の給食食材費について、食材費等の高騰による影響を
抑制するため、予算の増額を行います。

• 給食費（月額）に食材価格上昇率から影響額を算出しました。

① 学校給食における給食食材費等高騰対策 ５３，７３２千円

※小学校 １７，４９７人 × １７４円（影響額） × １１か月（給食実施月） ＝ ３３，４８９千円
中学校・特別支援学校 ８，７６３人 × ２１０円（影響額） × １１か月（給食実施月） ＝ ２０，２４３千円

② 公立保育所における給食食材費等高騰対策 ６，５８８千円

• 公立保育所の給食食材費について、食材費等の高騰による影響を抑制するため、予
算の増額を行います。

• 園児１人当たりの平均的な給食食材費（月額）に食材価格上昇率から影響額（園児１人
当たり月額３００円）を算出しました。

※１，８３０人（定員） × ３００円（影響額） × １２か月（給食実施月） ＝ ６，５８８千円

担当部署：こども未来部保育課

※食材価格上昇率は、令和４年４月分の消費者物価指数における食料指数（対前年同月比）を参考に４．０％と見込みました。
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③の担当部署：こども未来部保育課
④の担当部署：こども未来部こども政策課

• 民間保育所等に対して、食材価格上昇率から影響額（園児１人当たり月額３００円）を
算出し、園児数に応じて補助金を交付します。

③ 民間保育所等における給食食材費等高騰対策 １６，９９５千円

【参考】 民間保育所 ４１園 １０，８５５千円 … ③
認定こども園 ８園 ４，２８６千円 … ③
小規模保育事業所 ２１園 １，３１７千円 … ③
事業所内保育事業所 １０園 ５３７千円 … ③
認可外保育施設 ４５園 ４，７７５千円 … ④

④ 認可外保育施設における給食食材費等高騰対策 ４，７７５千円

担当部署：環境部環境政策課

原油価格・物価高騰の影響を抑制するとともに、脱炭素社会の実現を目指すため、
事業者に対して太陽光発電設備の設置費用の一部について補助金を交付します。

• 市内に事業所を有する事業者が５ｋＷ以上の太陽
光発電設備を設置する場合に補助金を交付します。

※補助金額は１ｋＷあたり３万円とし、補助上限額としては６０万円（２０ｋＷ）までとします。

２０ｋｗの太陽光発電設備が１０件設置さ
れた場合の年間発電量は
２００，０００ｋＷｈになると見込みます。

発電により削減できる二酸化炭素排出量
は８９，４００ｋｇ－ＣＯ２となります。

これは約１０．２ｈａの人工林が１年間で吸
収する二酸化炭素量に相当します。

【二酸化炭素削減効果】
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燃料価格等の高騰により厳しい経営状況が続いている公共交通事業者に対して
支援金を交付します。

担当部署：都市計画部交通政策課

① 路線バス事業者 ‥ 基本額５０万円 ＋ （バス運行系統数×３０万円） ← 上限額は６００万円とします。
② タクシー事業者（法人） ‥ 基本額５０万円 ＋ （保有車両数×４万円※）

タクシー事業者（個人） ‥ ４万円※

※保有車両がユニバーサルデザインタクシーの場合は４万円→５万円とします。

肥料価格等の高騰により不安定な経営となっている市内農業者等に対して支援
金を交付します。

担当部署：産業観光部農政課

【交付対象者】 市内農地を１０アール以上耕作している以下の①～③の

いずれかに該当する者

①市内在住の農業者、②市内の集落営農組織、

③市内に拠点を置く法人

【交付金額】 市内の耕作農地１０アール当たり３，０００円

• 地域公共交通の安定的な運行や市民の日常生活における移動手段を確保します。



令和４年度６月補正予算のポイント

水道事業会計補正予算（第１号）

7

市民や事業者などの経済的負担を軽減するため、令和４年９月及び１０月検針分
の水道料金のうち、基本料金（２か月分）を全額免除します。

担当部署：上下水道局給水サービス課

【免除対象者】 全ての水道使用者（地方公共団体等を除く）

【予定免除数】 １７３，８４７件（見込） ※前年度同期実績の１．０１倍で試算しています。

予算規模 ０千円 （補正後予算額１０７億１３３万８千円）

※収益的収入における他会計補助金（１３１，６６２千円）、消費税及び地方消費税還付金（１３，１６６千円）及び給水収益（△１４４，８２８千円）の増減補正

※水道料金の請求方法 ‥ 市内を２地区に分けて、それぞれ奇数月と偶数月に検針を行います。
検針月に前２か月分の水量を確認し、請求しています。

【参考】

メーター口径 基本料金（２か月分） 件数（見込） 免除額（見込）
13mm 500円 46,770件 23,385,000円
20mm 760円 122,952件 93,443,520円
25mm 1,700円 2,834件 4,817,800円
30mm 3,100円 556件 1,723,600円
40mm 5,900円 337件 1,988,300円
50mm 11,000円 267件 2,937,000円
75mm 23,000円 115件 2,645,000円
100mm 37,000円 13件 481,000円
150mm 80,000円 3件 240,000円

173,847件 131,661,220円


